
第１３７号様式（条例第114条の２、第202条の２関係） 

事務所（事業所・寮等）設置等申告書 

  

年  月  日

納
税
義
務
者 

フ リ ガ ナ 
本 店 等 の
所 在 地 

  

 

 電話番号（ ） 

 都税事務所長 

 支 庁 長 
宛 

フ リ ガ ナ 

名 称 

  

  

  次のとおり申告します。 

法 人 番 号   
                   

代

表

者 

法
人
等
の 

氏 名   

連 絡 先  電話番号（ ） 

都内における主

たる事務所、事

業所又は寮等 

所 在 地 電話番号（  ） 

フリガナ

名 称 

  

  

事業の種類   事
業
年
度 

事業開始
初 年 度 

年   月   日から
年   月   日まで

平 年 度 

年  月  日から
年  月  日まで

（ 月）

資本金の額又は

出資金の額 

円

年  月  日から
年  月  日まで

（ 月）

新たに設置した

事務所、事業所

又は寮、宿泊所、

クラブその他こ

れらに類する施

設の名称、所在

地及び設置年月

日 

名 称 所 在 地 設置年月日 

    ・  ・ 

    ・  ・ 

    ・  ・ 

    ・  ・ 

    ・  ・ 

    ・  ・ 

変
更
し
た
事
項 

 １ 本店等所在地（注） 
 ２ 組織・商号 
 ３ 代表者 
 ４ 資本金の額等 
 ５ 事業年度（決算期） 
 ６ 連絡先等 
 ７ その他（   ） 

変
更
後 

  

変
更
前 

  

変更年月日 ・ ・ 登記年月日 ・ ・ 

（注） 本店等所在地の変更の場
合 

 旧の本店等は、事務所・事業所として（□存続□廃
止）する。 

添付書類等 

 １ 定款等の写し 
 ２ 登記事項証明書又はオンライン登記情報提供

制度利用（照会番号：  ）（発行年月日： 年 
月 日） 

 ３ その他（         ） 

  

（日本産業規格Ａ列４番） 
 備考１ この様式は、法人の都民税の納税義務者（条例第26条の規定により事業開始等

の申告義務を有する法人を除く。）が条例第114条の２又は第202条の２に規定する
申告に用いること。 

   ２ 事務所、事業所又は寮等を廃止した場合の申告については、この様式に準ずる
こと。 


